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国の行政機関等における法曹有資格者の採用状況についての 

調査結果報告（平成 27 年 10 月実施分） 

 

法務省大臣官房司法法制部 

 

 

第１ 調査の概要 

 

○ 目的：国の行政機関等における法曹有資格者の採用の現状等について調査 

○ 実施時期：平成２７年１０月 

○ 対象：別紙１の「機関」欄記載の国の行政機関等（４８機関） 

 

 

第２ 弁護士の在職状況等 

 

１ 弁護士の在職人数 

 

各機関の在職者数については別紙１を参照。全体の在職者数は，平成２６年か

ら２２名増加（うち常勤は２１名増加）。常勤が在職する機関数は２０から２１

に増加（裁判官訴追委員会が初めて採用）。 

 

 平成１８年 平成２６年 平成２７年 

在職者数  （全体） 

    （常勤） 

     （非常勤） 

４７名

－

－

３３５名

１２４名

２１１名

３５７名 

１４５名 

２１２名 

在職機関数 （全体） 

      （常勤） 

     （非常勤） 

６

－

－

２５

２０

７

２４ 

２１ 

８ 

 

※ 在職者数には，弁護士として採用された後に弁護士登録を取り消した者を含む。法務区分

による採用者は含まれない。 

※ 平成１８年は１月１日，平成２６年及び平成２７年は８月１日時点の人数を集計。 

※ 非常勤の在職者数のうち，原子力損害賠償紛争和解支援員（文科省）が，平成２６年は２

０２名，平成２７年は１９５名を占めている。  
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２ 常勤の国家公務員として勤務する弁護士の勤務形態等 

 

(1) 任期付公務員の割合 

 １４５名中，任期付公務員が１２９名と８９％を占めている。 

 

(2) 採用年度  

  採用年度につき回答があった１２７名のうち，平成２５年度以降に採用された

者が１０８名と，全体の８５％を占めている。 

 

 ※ 採用年度が複数回答されている者については，最も早い採用年度で集計。 

 

任期付

129名
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16名
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 (3) 採用時の弁護士としての経験年数 

  弁護士としての経験年数につき回答があった１１８名のうち，経験年数５年以

下が８１名と，全体の６８％を占めている。 

 (4) 担当業務  

 担当業務の内訳は以下のとおり。詳細については別紙２を参照。 

 

 

 

３ 今後の法曹有資格者の採用計画の有無 

 

 平成２６年 平成２７年 

ある 5 8 

ない 17 13 

現段階では，はっきりといえない 24 25 

無回答 2 2 

9

39 41

16

5 68
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平成26年

平成27年

名

法令の立案・法

令照会 41名

違反行為の検

査・審査等 30名政策の企画・立

案 29名

国際部門 12名

訴訟対応 7名

法制度の調査

6名

審判等 4名

その他 16名
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第３ 法務区分による司法試験合格者の採用状況 

 

１ 法務区分の概要 

 

 ○ 正式名称は「国家公務員採用総合職試験（院卒者試験）法務区分」 

○ 司法試験合格者を対象とする国家公務員採用試験。平成２４年度からの国家

公務員採用試験の抜本的な見直しに伴い，院卒者試験の一つとして創設。 

○ 試験内容は，専門試験を行わず，基礎的能力を検証する（第１次試験）とと

もに，政策課題討議試験及び人物試験（第２次試験）を重視して選考。 

○ 平成２７年度の試験及び採用選考のスケジュールは以下のとおり。 

   

受付        ９月８日（火）～１５日（火） 

  第１次試験     ９月２７日（日） 

  合格発表     １０月６日（火） 

   第２次試験    １０月８日（木）又は９日（金） 

   最終合格発表   １０月１６日（金） 

   官庁訪問開始日  １０月１９日（月） 

   内定解禁日    １０月２２日（木） 

  （参考） 

 司法試験合格発表日 ９月８日 

    第 69 期司法修習生採用選考申込受付期間 ９月８日～１５日 

    最高裁判所における面接 １０月２０日     

 

 

２ 法務区分の受験・採用状況 

 

 法務区分の公募をした各機関に対し，平成２４年度から平成２６年度までの法務

区分の受験・採用状況について調査した結果は以下のとおり。 

 

   平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

受験申込者数 

合格者数 

９５名

３５名

１５０名

３６名

８７名

３９名

公募者数（合計） 

官庁訪問者数（のべ人数） 

採用者数（合計） 

６機関７名＋若干名（７機関）

３６名

８名

４機関４名＋若干名（７機関）

３２名

８名

３機関３名＋若干名（７機関）

３０名

４名

公募した機関数 

採用した機関数 

１３

５

１１

４

１０

４
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別紙１ 国の機関における弁護士の在職者数について（比較表） 

※ 各行政機関等の本省等における人数であり，当該行政機関等の外局や関連機関，地方機関は含んでいない。 

※ 平成２７年８月１日現在の在職者数については，平成２６年調査時より増加している機関については黄色を，

同調査時よりも減少している機関については水色でそれぞれ示している。 

機関 
弁護士の在職人数（括弧内はうち非常勤の人数） 

H18年１月１日現在 H26年８月１日現在 H27年８月１日現在 

衆議院事務局 0 0 0

衆議院法制局 0 2(0) 3(0)

参議院事務局 0 0 0

参議院法制局 0 1(0) 1(0)

裁判官弾劾裁判所 1 1(0) 1(0)

裁判官訴追委員会 0 1(1) 2(1)

国立国会図書館 0 0 0

内閣官房，国家安全保障会議 不明 4(4) 2(2)

内閣法制局 0 0 0

人事院 0 0 0

復興庁 0 1(1) 1(1)

内閣府 0 4(1) 12(5)

宮内庁 0 0 0

公正取引委員会 6 18(0) 19(0)

警察庁 0 0 0

金融庁 25 32(0) 36(5)

消費者庁 0 22(0) 22(0)

総務省 0 4(0) 4(1)

公害等調整委員会 0 1(0) 2(0)

消防庁 0 0 0

法務省 6 7(0) 9(0)

公安調査庁 0 0 0

外務省 8 8(1) 13(2)

財務省 0 0 0

国税庁 0 0 0

国税不服審判所 0 0 0

文部科学省 0 202(202) 195(195)

文化庁 0 1(0) 1(0)

厚生労働省 0 1(0) 2(0)

中央労働委員会 0 0 0

農林水産省，林野庁，水産庁 0 0 0

経済産業省 不明 13(0) 14(0)

資源エネルギー庁 不明 2(0) 3(0)

中小企業庁 把握していない 1(0) 1(0)

特許庁 1 2(0) 5(0)

国土交通省 0 4(0) 7(0)

観光庁 0 1(0) 1(0)

気象庁 0 0 0

運輸安全委員会 0 0 0

海上保安庁 0 0 0

海難審判所 0 0 0

環境省 0 0 0

原子力規制委員会 0 1(0) 1(0)

防衛省 0 0 0

会計検査院 0 1(1) 0

合計 47 335(211) 357(212)
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別紙２　国の行政機関等における常勤弁護士の担当業務

機関 　　　　　　　　　　　所属部署 担当業務

第二部第一課
議員立法及び修正案の立案・審査
憲法問題・法律問題についての紹介に対する調査回答

第五部第一課
議員立法及び修正案の立案・審査
憲法問題・法律問題についての紹介に対する調査回答

法制企画調整部
基本法制課

議員立法及び修正案の立案・審査
憲法問題・法律問題についての紹介に対する調査回答

参議院法制局 第一部第二課 内閣委員会及び行政監視委員会所管の法制事務

裁判官弾劾裁判所
裁判官弾劾裁判所事務局
訟務課・訟務課長

事件の審理及び裁判、法制の調査、法令の制定及び改
廃

裁判官訴追委員会 裁判官訴追委員会事務局・参与 訴追請求事案概要書の作成への参画等
大臣官房会計課専門官併任内閣官房内
閣総務官室（会計担当）

・会計制度の調査及び企画
・会計関係法令の運用及び調整

男女共同参画局推進課課長補佐 ･男女共同参画関係法令についての企画・調整
官民競争入札等監理委員会事務局参事
官補佐

･公金の債権回収業務

消費者委員会事務局参事官室 ･消費者関連法規における制度改善等に向けた調査
消費者委員会事務局参事官室 ･消費者関連法規における制度改善等に向けた調査

経済社会総合研究所経済研修所総務部
長併任消費者委員会事務局長

･研修所が行う研修の連絡調整
･消費者委員会事務局局務の掌理
・委員会審議における補佐

再就職等監視委員会再就職等監察官 ・再就職棟規制違反行為に関する調査
記載なし 審判業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審判業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 審査業務
記載なし 内閣官房に出向中
監督局総務課課長補佐 法令照会への対応
証券取引等監視委員会事務局取引調査 不公正事案の調査対応
監督局総務課課長補佐 法令照会への対応
総務企画局企業開示課専門官 法令の立案・法令照会への対応
検査局総務課専門検査官 民間金融機関等の検査対応
総務企画局市場課専門官 法令の立案・法令照会への対応
検査局総務課専門検査官 民間金融機関等の検査対応
証券取引等監視委員会事務局証券検査 金融商品取引業者等の検査対応
証券取引等監視委員会事務局開示検査 開示検査の対応
証券取引等監視委員会事務局証券検査 金融商品取引業者等の検査対応
証券取引等監視委員会事務局取引調査 不公正事案の調査対応
検査局総務課専門検査官 民間金融機関等の検査対応
総務企画局企業開示課専門官 法令の立案・法令照会への対応
総務企画局企画課専門官 法令の立案・法令照会への対応
総務企画局政策課課長補佐 金融税制の調査・企画立案
総務企画局企画課専門官 法令の立案・法令照会への対応
総務企画局市場課専門官 法令の立案・法令照会への対応
総務企画局市場課専門官 法令の立案・法令照会への対応
監督局銀行第一課課長補佐 法令照会への対応
監督局証券課課長補佐 法令照会への対応
監督局保険課課長補佐 法令照会への対応
証券取引等監視委員会事務局取引調査 不公正事案（国際取引）の調査対応
総務企画局企業開示課専門官 法令の立案・法令照会への対応
総務企画局市場課課長補佐 法令の立案・法令照会への対応
総務企画局企業開示課専門官 法令の立案・法令照会への対応
検査局総務課金融証券検査官 民間金融機関等の検査対応

公正取引委員会

金融庁

衆議院法制局

内閣府
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総務企画局市場課専門官 法令の立案・法令照会への対応
監督局総務課課長補佐 法令照会への対応
検査局総務課金融証券検査官 民間金融機関等の検査対応
検査局総務課金融証券検査官 民間金融機関等の検査対応
検査局総務課金融証券検査官 民間金融機関等の検査対応
総務課長補佐 情報公開，個人情報保護，公益通報
消費者政策課課長補佐 国際連携
消費者政策課政策企画専門職 国際連携
消費者制度課課長 消費生活に関する基本的な制度に関する企画立案
消費者制度課課長補佐
消費者制度課課長補佐
消費者制度課課長補佐
消費者制度政策企画専門官
消費者制度政策企画専門官
消費者制度政策企画専門官
消費者制度政策企画専門官
消費者制度政策企画専門官
消費者制度政策企画専門官
消費者安全課事故調査室課長補佐 総括事務を担当
取引対策課政策企画専門官
取引対策課消費者取引対策官
表示対策課課長補佐
表示対策課景品表示調査官
表示対策課景品表示調査官
表示対策課課長補佐
表示対策課家庭用品係長
食品表示企画課課長補佐 指導業務を担当

総合通信基盤局電気通信事業部消費者
行政課専門職

・電気通信事業法等に基づく制度の企画・立案に関する
業務
・その他情報通信分野における諸課題の法律的な検討
を行う業務

総合通信基盤局電気通信事業部消費者
行政課専門職

・電気通信事業法第172条に基づく意見申出への対応
・当該意見申出等に関する訴訟への対応

行政管理局情報公開・個人情報保護推進
室副管理官

法令の立案等

公害等調整委員会 案件審議等
公害等調整委員会 案件審議等
民事局総務課・法務専門職（法務専門官） 法令の立案
訟務局民事訟務課・法務専門職（法務専
門官）

訟務

民事局総務課･法務専門職（法務専門官）
本務外務事務官併任

外務省において勤務

民事局総務課・法務専門職（法務専門官） 法令の立案
訟務局民事訟務課・法務専門職（法務専
門官）

訟務

訟務局租税訟務課・法務専門職（法規専
門官）

訟務

訟務局民事訟務課・法規専門職（法規専
門官）

訟務

民事局総務課・法務専門職（法務専門官） 法令の立案
民事局総務課・法務専門職（法務専門官） 法令の立案
経済連携課 外務事務官 競争・投資分野のEPA交渉
経済連携課 課長補佐 知財分野のEPA交渉
領事局ハーグ条約室課長補佐 法令班
外務省経済局サービス貿易室 事務官（３
級，係長級）

経済連携協定交渉の対処方針の作成・会議出席・記録
作成。WTO協定の解釈。

経済条約課・課長補佐 経済連携協定等
経済条約課・課長補佐 経済連携協定等
経済条約課・課長補佐 経済連携協定等
経済条約課・課長補佐 経済連携協定等
経済条約課・課長補佐 経済連携協定等
不明 不明
不明 不明

文化庁
長官官房著作権課著作物流通推進室国
際流通推進専門官

著作物等の海外における利用の円滑化に関する専門的
事項についての企画及び立案。

大臣官房総務課訟務官 訟務に関する指導・助言・連絡調整等
労働基準局労災管理課中央労災補償監
察官

訴訟に関する指導・助言・連絡調整等

経済産業政策局 課長補佐級

厚生労働省

外務省

消費者庁

総務省

法務省

公害等調整委員会

消費税転嫁対策などの所掌業務の中で，政策の企画立
案や調整管理等，必要な業務に随時対応

消費生活に関する基本的な制度に関する企画立案

事業者との間での取引の適正化等，同課の所掌事務の
中で必要な業務に随時対応
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経済産業政策局 課長補佐級
経済産業政策局 課長補佐級
経済産業政策局 課長補佐級
通商政策局 室長級
通商政策局　課長補佐級
通商政策局　課長補佐級
通商政策局　課長補佐級
通商政策局　課長補佐級
製造産業局　課長補佐級
商務情報政策局 課長補佐級
商務情報政策局 課長補佐級
商務情報政策局 課長補佐級
商務情報政策局 係長級
電力・ガス事業部政策課電力改革推進室・
補佐

電力システム改革に関する一連の制度改革の企画立案
等

電力・ガス事業部政策課電力改革推進室・
補佐

電力システム改革に関する一連の制度改革の企画立案
等

電力・ガス事業部政策課電力改革推進室・
補佐

電力システム改革に関する一連の制度改革の企画立案
等

中小企業庁
事業環境部財務課・課長補佐（経営承継
担当）

中小企業・小規模事業者の事業承継に向けた法制度の
詳細な分析，課題の抽出など。

総務部総務課法制専門官
特許法、実用新案法、意匠法、商標法等の見直しに関す
る企画立案

総務部総務課法制専門官
商標法の改正や商標審査基準等の改訂に関する企画立
案等

総務部総務課法制専門官
我が国企業の技術の権利化／秘匿化の相談、秘匿化し
た報告の管理等

総務部総務課法制専門官
特許法、実用新案法、意匠法、商標法等の見直しに関す
る企画立案

総務部総務課法制専門官 我が国知財制度の企画・立案等
航空局航空ネットワーク部航空ネットワー
ク企画課長補佐

航空に関する国際協定に関すること等

総合政策局国際政策課国際市場整備推
進官

インフラ関連産業の海外市場開拓に関する企画・立案等

住宅局住宅生産課住宅消費者支援係長
住宅品質確保法における消費者相談体制の整備，紛争
処理制度運用等

大臣官房総務課長補佐（併）大臣官房監
察官

コンプライアンス関係施策の推進等

土地・建設産業局不動産市場整備課不動
産投資市場整備室課長補佐

不動産特定共同事業者の許認可・監督等

大臣官房総務課企画調整官（併）自動車
局旅客課

旅客自動車運送事業制度の現状及び課題整理・分析

大臣官房広報課情報公開室専門官 行政文書開示請求及び不服申立て事務
観光庁 観光庁観光産業課課長補佐 旅行業制度に係る現状及び課題の整理・分析　等
原子力規制委員会・
原子力規制庁

原子力規制庁総務課法務室室長補佐
原子力に係る安全の確保等に関する事務への法律的観
点からの助言等

固定的な業務に従事するのではなく，各局のその時々の
業務の実情に応じて最も必要な業務に政策の企画立案

等の形で従事している。

国土交通省

資源エネルギー庁

特許庁

経済産業省
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